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設　立
目　的

　当協会は，「事業の維持・創造・発展に努める中小企業者に対して，公的機関として，その
将来性と経営手腕を適正に評価することにより信用を創造し，『信用保証』を通じて金融の円
滑化に努めるとともに，多様なニーズに的確に対応することにより，中小企業の経営基盤の
強化と地域経済の活力ある発展に貢献する」という社会的使命を担っている。
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6,173,673
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５０代以上

職員

管理職

きに，強力な公的保証人となり，事業資金を借り易くして
いる。
　万一，何らかの事情により保証付借入金の返済ができ
なくなった場合には，当協会が中小企業者に代わって保
証付借入金を金融機関へ返済を行う。
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［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

茨城県信用保証協会

平成１７年度 平成１８年度平成１６年度
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21,551,675

1,522,461

955,323

1,610,525

286,961
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△ 14,050
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23,939,971

816,290,300

60 001 535

区　　　　分

流動資産

収

支

の

状

況

事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

事業収入

事業外収入

事業支出

財 57 862 587

（単位：千円）

29,013,817

負債

正味財産

728,650,404

52,597,587

0

783,530,243

755,628,896

0

0

755,628,896739,216,160

0

12,486,000

0

60,001,535

756,288,765

財政的関与の割合（％）

32,760,057

11,549,000

0

0%

146,422

流動資産

固定資産

　　計

9,015,000

739,216,160

0

715,618,341

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

流動負債

うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金

貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

57,862,587

0

（単位：千円）

補助金

委託金

146,422 135,330 135,095

00

委託金
 

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

30,884,09528,999,768

783,530,243

262,056

0%

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
 中小企業者向け県融資制度のうち，制度の目的を鑑み特に費用負担の軽減をすべき
制度については，中小企業者が負担する信用保証料の一部を県が補助することによ
り，実質的な負担軽減を図っている。

319,719237,472

0

［平成１８年度の補助金等の目的・内容等］

0

損失補償・債務保証

135,095135,330

1%

貸付金
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組織運営の
適正性

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

《評価の視点》
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公益法人会計用
茨城県信用保証協会
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得点率

［評点集計］

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

100.0%

71.4%

75.0%
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4
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計画性
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8
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効率性
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-200%

-150%

-100%
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100%
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経営評価レーダーチャート

 
 

計画性

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

効率性

　県内中小企業の景況感については，堅調かつ持続的な景気回復による改善の兆しは一
部では見られるものの，企業規模，地域，業種間による格差が鮮明になりつつあり，その
回復感にはバラツキが散見され，経営環境は，特に零細企業を中心として，依然と厳しい
状況にあります。
　このような状況の下，当協会は中小企業の多様化する資金需要に迅速かつ的確にお応
えするため，国や地方公共団体の施策に呼応しながら，金融機関や商工団体等との緊密
な連携を図り，企業との面談や現地調査に積極的に取り組み，不動産担保や保証人に過
度に依存しない保証を推進してまいります。また，中小企業者の良きパートナーとして，リ
レーションシップを図ることにより，「信頼される協会，顔の見える保証協会」の位置づけを
確立できるよう努めてまいります

健全性 効率性
　平成18年度末の正
味財産は，前年度末
と比べ18億7千円増
加し，327億6千円に
なりました。資金につ
きましては，安全性・
流動性に留意しなが
ら，運用利回り向上
に努めております。

　職員1人ひとりの能
力やその適性に見
合った配置に努め，よ
り効率的な業務運営
にあたっております。
また，予算執行状況を
毎月分析し，無駄な経
費削減にも取り組んで
おります。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

　当協会は，「信用保
証」の機能をもって中
小企業金融の円滑化
に努め，健全な中小企
業育成と地域経済の
活性化に貢献する役
割を担っております。
　当協会をご利用いた
だいている企業は県
内中小企業数の43％
を占めております。

　事業年度終了後，
「中期事業計画」及
び「年度経営計画」に
ついて，自己評価を
実施し，さらに外部の
専門家による評価も
実施しております。ま
た，それらの評価結
果についても，ホー
ムページにて公表い
たします。

る

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
　平成17年度まで実
施しておりました中期
業務計画を刷新し，
平成18年度より「第1
次中期事業計画」（平
成18～20年度）及び
「年度経営計画」をス
タートさせ，ホーム
ページにて公表して
おります。

組織運営の適

正性
健全性

確立できるよう努めてまいります。
　今後とも，皆様のご期待にお応えしていくため，役職員一丸となって，中小企業の育成と
地域経済の発展に貢献してまいります。
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［法人を担当する課の意見］

［総合評価］

　年次計画及び中・長
期的な計画を策定し
たうえで信用保証業
務を推進している。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性
　中小企業の信用を補
完する機関として，積
極的に保証需要に対
応し，中小企業の金融
円滑化に寄与してい
る。

　事務費の節減や人
件費抑制を図るなど
経費削減に取り組む
とともに，資金運用に
関しても安全性に留
意するなど，経営の
健全化に努めてい
る。

　審査体制の充実と
迅速化を図るための
審査支援システムや
企業支援の強化を図
るための期中管理支
援システムの有効活
用するなど，保証業務
の効率化に努めてい
る。

　早期回収の促進や
適正な保証審査を行
うための組織を整備
するなど，状況に応
じた組織運営をして
いる。

　審査体制の充実等による積極的な取り組みにより，平成１６年度以降，収支は大幅に改
善されている。また，予算執行状況の定期的分析による無駄な経費の削減や，期中管理
の強化により経営支援を充実させ，代位弁済を抑制に努めるとしていることから，今後とも
経営の健全性の確保と中小企業への支援が一層図られるよう，引き続き指導してまいりた
い。

法人担当課の意見

健全性 効率性組織運営の適正性取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性

から県民のみなさまへ＞

　県内の中小企業を取り巻く経営環境は，企業規模，地域，業種間の格差が鮮明になり，総体的には厳しい状況
が続いています。このような中，当協会は中小企業の視点に立った良きパートナーとして「信頼される協会，顔の
見える保証協会」としての位置づけを確立し，引き続き総力をあげて中小企業の経営支援，再生支援に取り組ん
でまいります。

平成 年 月 会長 根本 榮

総合的所見等
に係る対応

　中小企業者が気軽に経営・金融等の相談ができるよう金融相談員を増員するとともに，
中小企業経営診断システムや中小企業再生サポートシステムを導入して経営支援・再生
支援の体制強化に努めるなど管理体制の充実に取り組んでいる。
　県としては，これらの体制が維持拡充されるためにも，中小企業のニーズに応じた各種
保証制度の充実を通して中小企業の支援拡充を図るよう指導するとともに，求償権回収に
ついても当法人の回収状況を注視し，必要に応じて指導していく。

＜ 茨城県信用保証協会

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

　県内の中小企業を取り巻く経営環境が依然として厳しい状況にある中，当法人の役割は
資金調達時に欠かせないものであり，今後も当法人へのニーズは高まっていく。
　期中管理の強化，企業支援・再生体制の充実などによる代位弁済の抑制への取り組み
により，平成１６年度以降，継続して収支の改善が図られており評価できるが，中小企業の
経営が厳しいことから，今後，代位弁済が増加し，求償権回収も困難性が拡大していくと考
えられる。
　引き続き中小企業者のニーズに積極的に応えるとともに，求償権回収に努められたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年２月　　会長　根本　榮一
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